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県では、現在の厳しい財政状況の下、さまざまな方法を用い、財政状況を的確に把握

　し、より明確なコスト意識をもって行財政運営を行っていくことと同時に、県民の皆さ

　まにわかりやすく財政情報を伝達することが重要であると考えます。

このような観点から、これまでの地方自治法の規定に基づいた、予算、決算などの財

　政状況についての公表に加え、企業会計の考えを取り入れることについて検討を重ね、

　昨年度において初めてバランスシートを作成し、公表いたしました。

今回、県民の皆さまに公表する平成１３年３月３１日現在のバランスシートについて

　は、昨年度に引き続き、総務省が示した作成方法を参考に、本土復帰後に整備した社会

　資本の状況やその財源調達となった国庫補助金や県債などの状況を一定のルールによっ

　て整理し、沖縄県の財政状況を資産、負債等のストック面から表したものとなっていま

　す。

また、今年度は初めて、企業会計における損益計算書に近い行政コスト計算書を総務

　省が示した作成方法を参考に作成しております。行政コスト計算書は、資産形成につな

   がらない行政サービスについて整理したものであり、バランスシートに加え行政コスト

　計算書を参照することにより、県の財政状況への理解が一層深まるものと考えておりま

　す。

現在の会計制度下では、民間企業ほど厳密にバランスシート等を作成することは困難

　なところもありますが、今後も作成・分析手法の改良、改善を図り、よりわかりやすい

　県財政に関する情報の提供に積極的に取り組んでいきたいと考えています。

はじめに

 



１　バランスシート

 



本土復帰後において整備された道路や学校などの社会資本について、その多くが

　国庫支出金によってまかなわれています。

これを図で表すと、下のようになります。

本土復帰直後の本県は、産業基盤、生活基盤及び県民所得などの多くの分野にお

　いて本土との著しい格差がありました。そのため、沖縄振興開発特別措置法に基づ

　く第１次と第２次の沖縄振興開発計画においては「経済社会等各分野における本土

　との格差是正と自立的発展を可能とする基礎条件の整備」を目標に諸施策が実施さ

　れました。また、第３次の沖縄振興開発計画においては、「格差是正と自立的発展

　のための基礎条件の整備」に加え、「本土の他地域にない沖縄の独自性・特性に着

　目した多元的な施策の実施」により「自立的経済発展」を図ることとしています。

県では、これまでの３次にわたる沖縄振興開発計画の目標を達成するために、道

　路や港湾などの社会資本を整備してきました。

本県において、国庫補助金の割合が高い理由は、沖縄振興開発特別措置法に基づ

　いて整備された道路、港湾、高等学校などの施設は、いわゆる高率補助により整備

　することができたことによります。

すでにバランスシートを公表している他の都道府県と比べても、本県の国庫支出

　金の割合が高いことは、大きな特徴となっています。

沖縄県のバランスシートの特徴

60% 15% 25%

◎社会資本の整備の多くが国庫支出金でまかなわれています。

国庫支出金 県税など 借入金（県債）

 



(単位：百万円）

　　　　　借　　　　                   　　方 　　　　　　貸　　　　                   　方

［資産の部］ ［負債の部］

１．有形固定資産 １．固定負債

（１）総務施設(県庁舎、平和祈念資料館等) 89,765

（２）福祉施設(老人、心身障害者、児童施設等) 14,297 （１）地方債 546,413

（３）衛生施設(保健所、看護学校等) 11,677

（４）労働施設(職業訓練校等） 2,438 （２）債務負担行為

（５）農林水産施設(農道、畜産施設、漁港等) 415,324 ① 物件の購入等 4,722

（６）商工施設（ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝｾﾝﾀｰ、万国津梁館等) 18,018 ② 債務保証又は損失補償 0

（７）土木施設(道路、港湾、県営住宅等) 1,544,449 債務負担行為計 4,722

（８）警察施設(警察署、交番、信号機等) 34,887

（９）教育施設（高等学校、青年の家等） 254,850 （３）退職給与引当金 146,935

（10）その他の施設(議会棟等) 4,325

計 2,390,030     固定負債合計 698,070

（ うち土地 679,509 ）

    有形固定資産合計 2,390,030 ２．流動負債

２．投資等 （１）翌年度償還予定額 45,639

（１）投資及び出資金 24,000

（２）貸付金 60,122 （２）翌年度繰上充用金 0

（３）基金

① 特定目的基金 42,586     流動負債合計 45,639

② 土地開発基金 6,244

③ 定額運用基金 10,882

基金計 59,712   負  債  合  計 743,709

    投資等合計 143,834

３．流動資産

（１）現金・預金 ［正味資産の部］
① 財政調整基金 5,264

② 減債基金 22,665 １．国庫支出金 1,475,611

③ 歳計現金 6,645

現金・預金計 34,574 ２．一般財源等 360,720

（２）未収金

① 地方税 6,874

② その他 4,728

未収金計 11,602

    流動資産合計 46,176   正  味  資  産  合  計 1,836,331

 資  産  合  計 2,580,040  負 債・正 味 資 産 合 計 2,580,040

※債務負担行為に係る補償等 　①物件の購入等に係るもの 19,562 百万円

　②債務保証及び損失補償に係るもの 29,380 百万円

　③利子補給等に係るもの 1,409 百万円

沖　縄　県　の　バ　ラ　ン　ス　シ　ー　ト
（平成１3年３月３１日現在）



(単位：円）

　　　　　借　　　　                   　　方 　　　　　　貸　　　　                   　方

［資産の部］ ［負債の部］

１．有形固定資産 １．固定負債

（１）総務施設(県庁舎、平和祈念資料館等) 67,284

（２）福祉施設(老人、心身障害者、児童施設等) 10,716 （１）地方債 409,567

（３）衛生施設(保健所、看護学校等) 8,753

（４）労働施設(職業訓練校等） 1,827 （２）債務負担行為

（５）農林水産施設(農道、畜産施設、漁港等) 311,309 ① 物件の購入等 3,539

（６）商工施設（ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝｾﾝﾀｰ、万国津梁館等) 13,506 ② 債務保証又は損失補償 0

（７）土木施設(道路、港湾、県営住宅等) 1,157,652 債務負担行為計 3,539

（８）警察施設(警察署、交番、信号機等) 26,150

（９）教育施設（高等学校、青年の家等） 191,025 （３）退職給与引当金 110,136

（10）その他の施設(議会棟等) 3,242

計 1,791,463     固定負債合計 523,243

（ うち土地 509,330 ）

    有形固定資産合計 1,791,463 ２．流動負債

２．投資等 （１）翌年度償還予定額 34,209

（１）投資及び出資金 17,989

（２）貸付金 45,065 （２）翌年度繰上充用金 0

（３）基金

① 特定目的基金 31,921     流動負債合計 34,209

② 土地開発基金 4,680

③ 定額運用基金 8,157

基金計 44,758   負  債  合  計 557,452

    投資等合計 107,812

３．流動資産

（１）現金・預金 ［正味資産の部］

① 財政調整基金 3,946

② 減債基金 16,989 １．国庫支出金 1,106,054

③ 歳計現金 4,981

現金・預金計 25,915 ２．一般財源等 270,380

（２）未収金

① 地方税 5,152

② その他 3,544

未収金計 8,696

    流動資産合計 34,612   正  味  資  産  合  計 1,376,434

 資  産  合  計 1,933,886  負 債・正 味 資 産 合 計 1,933,886

※債務負担行為に係る補償等 　①物件の購入等に係るもの 14,663 円

　②債務保証及び損失補償に係るもの 22,022 円

　③利子補給等に係るもの 1,056 円

県民１人あたりのバランスシートは、平成１３年３月３１日現在住民基本台帳登載人口　１，３３４，１２２人　

で算出したものです。

県民１人あたりバランスシート
（平成１３年３月３１日現在）



バランスシートからわかること

　沖縄県の平成１2年度末時点におけるバランスシートからどのようなことがわかるかを

次のように整理しました。

（１）道路、学校などの資産価値は２兆３，900億円

平成１２年度末時点における沖縄県の資産額は２兆５，８００億円となっています。

　そのうち、住民サービスなどに供するために整備した有形固定資産は２兆３，９００億

　円となっています。

１　有形固定資産 県民１人 １　有形固定資産

２　投資等 あたりでは ２　投資等

（１）投資及び出資金 （１）投資及び出資金

（２）貸付金 （２）貸付金

（３）基金 （３）基金

３　流動資産 ３　流動資産

（１）現金・預金 （１）現金・預金

（２）未収金 （２）未収金

※四捨五入の関係で、合計と内訳が一致しない場合があります。

では、どのような施設の有形固定資産が多いのでしょうか。

下の表からわかるように、最も多いのが土木施設で、次いで農林水産施設、教育施設

　の順になっており、これらで９０％を超えています。

これは、本土復帰後においてこれまで不足していた道路（農道含む）や学校などの社

　会資本整備を重点的に整備した結果によります。

総務施設 県庁舎（行政棟）、平和祈念資料館など
福祉施設 石嶺児童園、各種更生施設など
衛生施設 中央保健所、看護学校など
労働施設 職業能力開発校など
農林水産施設 栽培漁業センター、漁港など
商工施設 コンベンションセンター、万国津梁館など
土木施設 浜比嘉大橋、バンナ公園、南大東空港など
警察施設 豊見城警察署、信号機など
教育施設 那覇国際高校、埋蔵文化財センターなど
その他施設 県庁舎（議会棟）など

単位：百万円

合　　　計
4,325 0.2%

100.0%2,390,030

18,018 0.8%

1,544,449 64.6%

254,850 10.7%

11,677 0.5%

415,324 17.4%

34,887 1.5%

2,438 0.1%

14,297 0.6%

89,765 3.8%

資産合計 ２兆５，８００億円

(５９７億円)

(３４６億円)

(１１６億円)

２兆３，９００億円

１，４３８億円

(２４０億円)

(６０１億円)

４６２億円

有形固定資産 金額 構成比 主　　な　　施　　設

１１万円

(２万円)

(５万円)

(４万円)

３万円

(２万円)

１７９万円

資産合計 １９３万円

(１万円)

 



平成１２年度末時点の目的別施設の資産額は次のグラフのようになっています。

平成１２年度末時点の有形固定資産で最も多額なのが､道路(約6,200億円)､県営住宅

　（約2,300億円)､港湾(約2,200億円)などの土木施設です。その他にも農林水産施設で

　は土地改良事業や農道整備などの農業農村整備(約1,900億円)､漁港(約1,300億円)、

　教育施設では高等学校（約2,100億円)が大きな資産となっています。

（２）投資及び出資金や貸付金などは１，４３８億円

県では、公社等外郭団体と共同して事業を行う場合やその経営に参加するために投資

　や出資を行ったり、産業振興や県民の福祉の増進を図るために中小企業や農業従事者へ

　制度的な貸付事業を行っています。

また、県では産業振興基金や土地開発基金のように特定目的のための基金をもってい

　ます。

どのような団体に投資（出資）しているのでしょうか。

（投資（出資）状況一覧）

商工関係 信用保証協会など

農林水産業関係 糖業振興協会、畜産振興基金公社など

観光・交通関係 文化振興会など

その他 国際交流・人材育成財団、社会福祉振興基金など

　５６億円

　３５億円

１２１億円

　２８億円

２４０億円合　　　計

投資(出資)目的 主 な 投 資 （出 資） 団 体投資(出資)額

目的別施設の有形固定資産額
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次に貸付金はどうなっているでしょうか。

（主な貸付金の状況一覧）

商工関係 中小企業高度化資金、中小企業設備近代化資金など

観光・交通関係 地域総合整備資金貸付金など

農林水産業関係 農業改良資金貸付金など

民生・労働関係 母子・寡婦福祉資金貸付金など

その他 看護婦修学資金、人材育成財団奨学資金など

投資及び出資金、貸付金のどちらにおいても商工関係への額が最も大きくなっていま

　す。

特定目的のための基金にはどのようなものがあるのでしょうか。

（基金の状況：財政調整基金・減債基金のぞく）

産業振興基金 県内産業の振興のための資金

市町村振興資金貸付基金（定額） 市町村が行う公共施設整備資金

県有施設整備基金 県の庁舎や県有施設の整備資金

土地開発基金 公用（公共用）用地の取得資金

道路整備・都市モノレール建設基金 都市モノレールの建設資金

地域福祉基金 高齢者等の保健福祉向上のための資金

交通方法変更記念特別事業貸付基金（定額） 市町村が行う交通安全施設整備資金

その他の基金 緊急雇用対策特別事業基金など

（３）流動資産は４６２億円、でも手持ち金は３４６億円

平成１２年度末時点における流動資産は４６２億円ですが、そのうち、現金・預金は

　３４６億円となっています。

現金・預金の内訳は、平成１２年度歳入・歳出決算の差引である歳計現金が６６億円、

　財政運営の調整のための基金である「財政調整基金」が５３億円、将来の県債償還のた

　めの基金である「減債基金」が２２７億円となっています。

主　な　貸　付　金　名

基　金　の　目　的

５９７億円

　４４億円

基　　金　　名 基金残高

平成１２年度歳入決算額 ６，６８７億円

　２０億円

貸付目的 貸付残高

１３２億円

６０１億円

　４３億円

　８１億円

３３２億円

合　　　計

　１３億円

　８７億円

　７６億円

６，６２１億円

　　　６６億円

　２１億円

　６２億円

合　　　　　　　　計

１７７億円

１１０億円

　　〃　　　歳出決算額

差引（歳計現金）

 



流動資産には、現金・預金の他に「未収金」があります。未収金とは、「県税」、

　「貸付金元利収入」及び「使用料及び手数料」などの債権が確定しているにも関わら

　ず、滞納となっているものです。

そのうち、県税の未収金については、次のとおりとなっています。

(平成1２年度末時点における県税未収金の状況)

軽油引取税

県民税

自動車税

不動産取得税

その他

上のグラフのとおり､県税の未収金は平成１１年度に急増し、平成１２年度もほぼ同

額となっており､今後､回収に努める必要があります。
（※　平成１１年度より県税の未収金が急増しているのは、軽油引取税に係る本土在の軽油の特約業者及び輸入業者に係る大口

　　の滞納事案によります。）　

県税以外の未収金はどうなっているのでしょうか。

(平成1２年度末時点における県税以外の未収金の状況)

貸付金元利収入 中小企業近代化資金貸付金元利収入など

使用料及び手数料 県営住宅使用料など

分担金及び負担金 児童福祉施設入所者負担金など

財産収入など 土地貸付料、家畜売払代など

商工関係の各種貸付金の滞納が多くなっています。

平成１２年度末時点において、流動資産のうち現金・預金は３４６億円であると説明

　しました。

これを、後ほど説明する「負債の部」との対比で考えると、「翌年度に償還が予定さ

　れている県債の償還額」が４５６億円あり、現金・預金の３４６億円を上回ってること

　から、当面の資金のやり繰りに余裕のない厳しい状況といえます。

未収金額

費　　目

４７億円合　　　計

税　　目

　８億円

２３億円

１９億円

未収金額

２８億円

　９億円

　２億円

１２億円

　８億円

　７億円

６９億円

主　　　な　　　内　　　容

合　　　計

県税未収金の推移

6969

52
54

57

40

45

50

55

60

65

70

８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度

億円

 



（４）沖縄県の借金は５，９２１億円　県民１人当たり約４４万円

道路や学校といった社会資本整備にかかる費用については、一時的に多額の資金が必

　要となります。県債とは、これらの費用をまかなうために借り入れた長期にわたる借金

　のことです。

借金ではありますが、県債の発行は、社会資本の整備について、その整備時点の県民

　だけでなく、その施設を利用する次の世代の県民にも負担を求めるといった、世代間の

　公平を保つための方法としても位置づけられます。

平成１２年度末時点における沖縄県の県債残高（＝県の借金）はバランスシート上に

　おける固定負債の「地方債」と流動負債の「翌年度償還予定額」を合わせた金額で、

　５，９２１億円となります。

県債発行額の推移

上の表とグラフから、最近の県債発行額と県債残高の推移をみることができます。

景気対策等の公共事業の実施や大型ハコ物の整備に伴い県債を発行してきたことによ

　り、平成１１年度まで県債残高は増加し続けていました。平成１２年度においては、沖

　縄県行政システム改革大綱の主旨を踏まえ、財政の健全化を図る観点から発行額の抑制

　に努めた結果、県債残高は昨年度末より減少しているものの、依然高水準にあり、昨今

　の厳しい財政状況を踏まえると、今後とも県債の抑制に努めていく必要があります。

今後は、県税収入の推移や県債償還額の推移を見ながら、社会資本の整備と県債の発

　行を行っていく必要があります。

（５）債務負担行為の履行確定分で４７億円

「債務負担行為」とは、地方公共団体が将来にわたり債務を負担しなければならない

　場合に、議会の議決を経て設定される債務のことです。

この「債務負担行為」に基づく支払いは、その債務が確定した場合にそれぞれの年度

　の予算に計上されて履行されます。

すでに設定されている「債務負担行為」のうち、将来の支払いが確定している金額は

　４７億円で、これは将来の歳入でもって支払う必要があるものです。

１１年度

年　　度 県債発行額

５３４億円

４０３億円１２年度

　８年度

　９年度

１０年度

７９１億円

６８９億円

５５６億円

県債残高推移

5,9215,955

5,828

5,6265,223

4500

5000

5500

6000

８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度

億円

 



（６）すべての職員が退職したら１，４６９億円必要（試算額）

民間企業の会計処理と同様に、平成１２年度末時点で県職員(普通会計関係職員、約

　２万２千人）のすべてが普通退職すると仮定した場合の退職金試算額を｢退職給与引当

　金」として「負債」に計上しています。

なお、その試算額は１，４６９億円となっています。

 



（７）資産合計２兆５，８００億円のうち１兆８，３６３億円は支払済み

バランスシートにおける「正味資産」とは、有形固定資産などの「資産」から県債な

　どの「負債」を差し引いたものです。有形固定資産などの整備には国庫支出金や県税な

　どが投入されてますので「国庫支出金」と「一般財源等」を区分して計上しています。

この「正味資産」は、さまざまな社会資本の整備に要した費用のうち、すでに負担し

　た金額を示したものと見なされ、言い換えれば、これまでの世代がすでに負担し、次の

　世代に引き継ぐことのできる資産の正味価値にあたります。

正味資産を形成している財源の内訳を見てみると、

国庫支出金の割合がかなり高いことがわかります。

すでにバランスシートを公表している他県と比較しても､本県における国庫支出金の

　割合が高いことが特徴と言えます。

これは、本土復帰後の社会資本整備を沖縄振興開発特別措置法により高率補助で整備

　することができたことによります。

（参考：主な国庫補助率一覧）

道路 一般国道改修

地方道改修

港湾 港湾改修（重要港湾）

農業農村 かんがい排水

畑地帯総合農地整備

高等学校 高等学校新増築

高等学校危険改築

（８）欄外注記について

バランスシートの下の部分に「債務負担行為に係る補償等」として欄外に表示されて

　いるものがあります。

　　先ほど、「債務負担行為」については説明しましたが、「債務負担行為」の履行が確

　定している金額については「負債の部」の「固定負債」に計上していますが、履行額な

　どが確定していない「債務負担行為」については､最大予定額を欄外に表示しています｡

９／１０ 5.5／10

９／１０ １／２

８／１０ １／２

９／１０ １／２

100%

項目

合　　計

事業名 補助率
沖縄 他県

１兆８，３６３億円

80%

20%

国庫支出金

一般財源等

１兆４，７５６億円

　　３，６０７億円

１／２

－

２／３ １／３

7.5／10

２／３

 



（９）分析指標について

分析指標を用いてバランスシートを分析してみたいと思います。

①社会資本形成の世代間負担比率

　　社会資本の整備の結果を示す有形固定資産に対し、県債残高の割合を見ることで

　これからの世代が負担する割合を示したものです。この割合が高いほど、今後の負

　担割合が高いことになります。

　沖縄県の場合、約２５％をこれからの世代が負担することになります。

　　逆に、７5％はこれまでの世代が負担してきたことになりますが、その多くは国

　庫支出金でまかなわれています。

　　社会資本の世代間負担の状況を図で示すと次のようになります。

②流動比率

　　短期間に現金化することが可能な資産で、１年以内に返済する負債をどの程度ま

　かなうことができるかという割合を示したもので、この割合が高いほど、当面の資

　金に余裕があることになります。

１００％を超えていますが､流動資産には未収金が１１６億円含まれているため､

　未収金を除いた流動比率は７５．９％となり、実際には、当面の資金に余裕のない

　厳しい状況にあるといえます。

③借入依存度

　　資産に対する県債の割合を見ることで借入依存度がわかります。

④有形固定資産償却率

　　資本に対する県債の割合を見ることで借入依存度がわかります。有形固定資産取得額（土地は除く）と減価償却累計額の割合により有形固定資産

　の償却率を示したもので、この割合が高いほど、施設の老朽化が進んでいることに

　なります。

有形固定資産取得額 ２兆８，１００億円

減価償却累計額 ＝

県税など 代が負担する
割合　２５％60%

これからの世

100 ＝ 39.1%１兆　　９９５億円 ×

県 債 残 高 ＝ 24.8%× ＝100　　５，９２１億円

県 債 残 高 ＝ 　　５，９２１億円

有形固定資産合計 ２兆３，９００億円

資 産 合 計

流 動 資 産

これまでの世代が負担した割合　７５％
国庫支出金

15%

× 100 ＝ 22.9%
２兆５，８００億円

× 100 ＝ 101.3%＝ ４６２億円

流 動 負 債 ４５６億円

 



平成１２年度におけるバランスシートでは、昨年度に比べ主に有形固定資産の増によ

　り資産が７７７億円増加しています。それに対し、負債総額は地方債残高が減少したこ

　とや退職給与引当金が減少したことから、１２３億円の減となり、結果的に、正味資産

　が９００億円増加しています。

  ◎　有形固定資産は、７９３億円（約４％）の増
平成１２年度における普通建設事業費（市町村への補助金等を除く）は１，８２０億

　円であり、減価償却後の有形固定資産全体としては、２兆３，９００億円となり、昨年

　度の２兆３，１０７億円と比較して７９３億円の増となっています。

　　内訳としては、土木施設が５７７億円の増となっており、特に道路が２７０億円の増

　となっています。また、農林施設は１５３億円の増となっており、その中でも漁港が５

　７億円の増となっています。

  ◎　投資等は、１１億円（約８％）の減
投資等のうち、投資及び出資金については、平成１２年度における沖縄都市モノレー

　ルへの出資（３億円）等により７億円の増となっています。

　　貸付金は、中小企業近代化資金特別会計での高度化貸金の残高減（２２億円）等によ

　り、７４億円の減となっています。

基金は、５５億円の増となっていますが、これは、特定目的基金の増加（５４億円）

　によるものです。

　

  ◎　流動資産は、６億円（約１％）の減
流動資産については、ほとんど増減がありません。ただ、地方税を除くその他の未収

　金が、３億円ほど減少しています。これは、沖縄マリンジェット観光株式会社への貸付

　金を債権放棄したことなどによります。

　

  ◎　固定負債は、１５３億円（約２％）の減
地方債については、沖縄県行政システム改革大綱の主旨を踏まえ、財政の健全化を図

　る観点から発行額の抑制に努めた結果、平成１２年度の県債残高は、前年度に比べ６４

　億円の減となりました。

また、退職給与引当金については、昨年度より職員数が減ったことなどから８１億円

　の減となっております。

昨年度のバランスシートとの比較

 



  ◎　流動負債は、３０億円（約７％）の増
流動負債とは、地方債のうち翌年度に予定されている元金償還額のことであり、３０

　億円の増となっています。これは、景気対策時の公共事業の実施や大型ハコ物の整備に

　より県債を発行してきたことによるものであり、今後も増加の傾向にあります。

 



１　バランスシートの位置づけ

今回とりまとめたバランスシートは、民間企業が株主や利害関係者に示す「事業資金

　の運用形態や存在状態」としてのバランスシートではなく、過去に整備された様々な社

　会資産（ストック資産）の状態を的確に把握し、今後の効率的な財政運営、税金の効率

　的な活用に資することを目的とした「経営資源の状況とその経営資源を調達するための

　財源の状況を明らかにするバランスシート」という考え方に基づき作成しました。

２　バランスシート作成方法

今回バランスシートを作成するに当たっては、総務省が１３年３月に公表した「地方

　公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会報告書」による作成方法を基に作成し

　ましたが、その基本的な考え方は次のとおりとなっています。

（１）作成に用いた基礎数値 

　昭和４７年度以降の「地方財政状況調査表」（総務省が毎年度実施している決算に

係る指定統計調査）を基本データとして作成する。

（２）対象会計範囲 

　普通会計（一般会計と公営事業会計以外の特別会計を純計したもの）を対象とする。 

（３）作成基準日 

　平成１３年３月３１日現在とする。

　ただし、出納整理期間（平成１３年４月１日～５月３１日）を含む。

（４）個別説明

【資産の部】

①有形固定資産 

○評価基準 

　取得原価主義により減価償却後の資産を表示する（ただし、土地については減価償　　 

却を行わない）。

○評価方法 

　昭和４７年度以降の普通建設事業費をもって取得原価とする。

○減価償却 

　普通建設事業費の各区分ごとに、総務省において定められた耐用年数に基づき、定

額法で算定する。

②投資等

○投資及び出資金

　県が公社等外郭団体などへ投資（又は出資）している額を計上する。

バランスシートの位置づけと作成方法

 



○貸付金

　県が中小企業や農業従事者などへ貸し付けている貸付金残高を計上する。

○基金

　産業振興基金や地域福祉基金などの「特定目的基金」、「土地開発基金」及び市町

　村振興資金貸付基金などの「定額運用基金」に分けて計上する。

③流動資産

○現金・預金

　流動性の高い基金である「財政調整基金」及び「減債基金」、当該年度の歳入歳出

　決算額の差引額である「歳計現金」を計上する。

○未収金

　「県税」と使用料及び手数料などの「その他」に分けて計上する。

【負債の部】

④固定負債 

○地方債

　作成基準日における県債残高から流動負債に相当する翌年度の元金償還額を控除し

　た額を計上する。

○債務負担行為

　将来にわたり債務を負担するとして設定した「債務負担行為」のうち、すでに履行

　すべき額が確定したものを負債科目に計上することとし、確定していない債務負担

　行為設定額を欄外に注記する。

○退職給与引当金

　平成１２年度末日に県職員（普通会計関係職員のみ）のすべてが普通退職したと仮

　定した場合の退職金の必要額（試算額）を計上する。

⑤流動負債

　地方債のうち、翌年度に予定されている元金償還額を計上する。

【正味資産の部】

　資産から負債を差し引いた差額を計上する。

　企業会計においては、株主からの出資金としての資本金と企業活動で取得した利益

で構成される資本に相当する。

　公会計においては、企業会計の資本金や利益の概念はなじまず、公共サービス主体

である自治体におけるサービス提供手段としての資産から、資産形成のため借り入れ

た将来の負担となる負債の差額を示している。

※「資産」＝「負債」＋「正味資産」　→　「正味資産」＝「資産」－「負債」

 



Ａ Ｂ

総務施設

庁舎

その他

福祉施設

衛生施設

労働施設

農林水産施設

林業関係施設

漁港

農業農村整備

その他

商工施設

土木施設

道路

橋りょう

河川・砂防・海岸

港湾

公園

県営住宅

空港

その他

警察施設

教育施設

高等学校

大学

社会教育

その他

その他の施設

※取得価額・残存価額のうち、６，７９５億円は土地である。

附属資料（有形固定資産明細表）

Ａ－Ｂ

取得価額 減価償却累計額 残存価額
（単位：億円）

区　　　　分

合　　　　　　計

1,173 275 898

629 128 501

544 147 397

231 88 143

230 113 117

63 39 24

7,086 2,933 4,153

267 128 139

1,721 397 1,324

3,818 1,921 1,897

1,280 487 793

255 75 180

21,927 6,483 15,444

10,250 4,004 6,246

1,029 102 927

2,686 427 2,259

2,838 605 2,233

1,145 219 926

2,994 702 2,292

881 387 494

105 37 68

608 259 349

3,251 702 2,549

2,746 610 2,136

122 17 105

135 28 107

248 47 201

71 28 43

34,895 10,995 23,900

 



施設

区分

県庁舎（行政棟）

公文書館

女性センター

平和の礎

宮古合同庁舎

八重山合同庁舎

平和祈念資料館

海洋深層水研究所

福祉 石嶺児童園

衛生 中央保健所

農林 栽培漁業センター

工業技術センター

万国津梁館

南大東空港

浜比嘉大橋

バンナ公園
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行政コスト計算書からわかること

　行政コスト計算書からどのようなことがわかるかを、次のように整理しました。

（１）行政コストの内訳

単位：百万円

【人にかかるコスト】

人件費

退職給与引当金繰入等

【物にかかるコスト】

物件費

維持補修費

減価償却費

【移転支出的なコスト】

扶助費

補助費等

繰出金

【その他にかかるコスト】

災害復旧事業費

公債費（利子分）

不納欠損額

コスト合計

上の表とグラフから、人にかかるコストが最も比重を占めていることがわかります。

実際に現金支出を伴った人件費と新規に発生した退職金である退職給与引当金繰入等

  を合わせた人にかかるコストは、コスト全体の４１．５％を占めています。

本県の行政コストに占める人件費の割合が大きい理由は、職員の平均年齢が高いこと

  や、離島県ゆえの過小規模校への教職員の配置といった特殊事情により職員数が多いこ

  となどによります。

次に大きいのが移転支出的なコストで２９．３％を占めています。

その中でも、私学助成や老人医療費助成などの補助費等が１３．９％、市町村などが

  行う投資的経費への補助金である普通建設事業費が９．８％と高くなっています。

３番目に大きいのが物にかかるコストで、２４．５％を占めています。

この中では、有形固定資産の消耗額である減価償却費が１７．１％と高くなっていま

  す。

504,131

0.3%

100.0%

20,110

1,363

49,403

0.4%

2,545

9.8%

24,018

16,264

34,924

2,090

17.1%

3.2%

6.9%

0.4%

項　　　　　目 コスト額 構成比

192,902 38.3%

209,166 41.5%

24.5%

29.3%

5.1%

13.9%

4.8%

0.5%

4.0%

普通建設事業費（他団体等
への補助金等）

123,426

147,521

86,412

25,663

70,297

2,158

人件費 38.5%

物件費 6.6%

扶助費 5.0%

補助費等
12.2%

普通建設事

公債費 4.2%

減価償却費
17.6%

退職手当引当
金繰入 4.3%

その他 1.4%

行政コスト構成比

人にかかるコスト

人件費

物にかかるコスト

移転収支
的なコスト

減価償却費

補助費等

その他にかかるコスト

普通建設事業費

物件費

扶助費

公債費

退職給与引当金繰入等



（２）目的別・性質別行政コストの内訳

目的別の性質別構成割合

性質

目 的

人件費
退職給与引当金繰入等
物件費
維持補修費
減価償却費
扶助費
補助費等
繰出金
普通建設事業費
災害復旧費
公債費
不納欠損額

上の表は、目的別の性質別構成割合を表したものですが、

教育費や警察費は人件費の構成割合が高く、土木費や農林水産業費は減価償却費の割

　合が高いことがわかります。

また、農林水産業費は普通建設事業費に係る市町村等への補助金の割合が高いことが

　わかります。

性質別の目的別構成割合

性質

目 的

人件費
退職給与引当金繰入等
物件費
維持補修費
減価償却費
扶助費
補助費等
繰出金
普通建設事業費
災害復旧費
公債費
不納欠損額

上の表は、性質別の目的別構成割合を表したものですが、

人件費の約７割が教育費であること、減価償却費の約６割が土木費であること、補助

　費等や扶助費では民生費が高い割合であること、普通建設事業費では市町村等への補助

　金が多い農林水産業費が高いことなどがわかります。

単位：％

単位：％

13.3 100.02.5 15.3 6.8 31.6合　　　　計 5.7 10.9 14.0

100.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0

58.2 2.3 6.1 1.43.5 0.8 26.9 0.9

0.0 7.7 0.0 18.8 73.5 0.0 0.0 0.0 100.0

100.0
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0

0.0 0.0 0.0 100.00.0 0.0 0.0 0.0

100.0

1.0 6.7 61.3 6.1 24.3 0.0 0.4 0.3 100.0

4.2 0.4 4.4 32.512.9 33.0 6.8 5.8

100.0

0.0 78.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.8 21.0 100.0

75.3 5.8 13.4 0.22.1 0.4 2.8 0.0

100.0

18.9 9.8 8.1 6.2 10.8 16.3 21.6 8.3 100.0

2.2 12.5 68.9 4.84.4 2.0 4.2 0.9

100.0

総務費 民生費 農林水
産業費 商工費 土木費 警察費 教育費 その他 合計

0.3
合　　　　計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

0.0 0.0 0.0 2.00.0 0.0 0.0 0.0

0.4

10.4 1.3 33.0 6.0 65.4 5.8 3.3 1.8 17.1

2.1 0.0 0.0 0.00.0 0.3 0.0 3.2

4.00.0 0.0 0.0 30.00.0 0.0 0.0 0.0

9.8
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.8 0.5

15.6 0.0 0.1 0.31.7 6.0 43.0 24.1

5.1
31.7 42.0 6.8 32.7 3.9 0.8 1.9 34.0 13.9

0.0 0.0 0.1 8.00.0 36.4 0.0 0.0

6.9
0.1 0.0 0.1 0.0 2.0 0.4 0.2 0.0 0.4

4.9 16.7 4.7 4.323.0 6.2 4.0 17.4

合計

29.3 6.9 11.6 14.6 5.5 71.0 83.4 13.9 38.3

総務費 民生費 農林水
産業費 商工費 土木費 警察費 教育費 その他

3.8 0.9 1.5 1.9 0.7 5.3 6.2 1.8 3.2

6.6 3.0 6.4 1.4 3.3 11.1 60.8 7.4 100.0



（３）収入の内訳

単位：百万円

【使用料・手数料等】

【国庫支出金】

【一般財源】

収入合計

　上の表は、収入構成割合を表したものですが、一般財源の割合が７０．４％と高く、

次に国庫支出金が２３．２％、使用料・手数料等が６．４％となっています。

　なお、国庫支出金は資産形成に資するものが多いことから、コスト計算書上での収

入は小さくなっています。

（４）使用料・手数料等、国庫支出金における目的別比率

性質

目 的

使用料・手数料等
割合（％）
国庫支出金
割合（％）

　上の表は、使用料・手数料等、国庫支出金を目的別に分けたものです。

　使用料・手数料等では、県営住宅使用料等が含まれる土木費、県立高等学校授業料

が含まれる教育費の比率が高くなっています。

　国庫支出金は、教職員の人件費などの教育費、市町村への補助事業が多い農林水産

事業費などの比率が高いことがわかります。なお、普通会計の決算額では、土木費の

国庫支出金が大きいのですが、土木費の国庫支出金は資産形成に資するものが多いこ

とから、コスト計算書上での収入は小さくなっています。

その他

単位：百万円、％

合計

30,143

100.0

108,910

100.0

項　　　　　目 収入額 構成比

30,143 6.4%

108,910 23.2%

469,948 100.0%

330,895 70.4%

土木費 警察費 教育費総務費 民生費 農林水
産業費 商工費

5,837 2,693 2,019 709 9,986 1,721 6,138 1,040

19.4 8.9 6.7 2.4 33.1 5.7 20.4 3.5

2,904 17,506 28,532 2,563 11,130 629 38,037 7,609

2.7 16.1 26.2 2.4 10.2 0.6 34.9 7.0



次に目的別の費目ごとに財源内訳を見てみます。

性質

目 的

行政コスト
使用料・手数料等
割合（％）
国庫支出金
割合（％）
一般財源等
割合（％）

　上の表で、目的別の各費目ごとに使用料・手数料等や国庫支出金、一般財源等がど

ういった割合で充当されているかがわかります。これを図にすると次のようになりま

す。

　ここでは、行政コストのうち、国庫支出金等の特定財源で賄うことのできない額を

一般財源等充当額としています。

　図から、警察費で一般財源等の充当割合が高く、逆に農林水産業費では国庫支出金

の充当割合が高いことなどがわかります。

72.4

504,131
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72.5 93.1 72.3 87.169.5 63.4 56.6 73.8
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（５）最後に

　はじめに説明したように、行政コスト計算書とバランスシートには大きな関連性が

あります。行政コスト計算書の収支計算の結果である期末一般財源の金額は、バラン

スシートの正味資産の部の一般財源等の金額と一致しています。

　バランスシート上での一般財源の増減額は、企業会計の損益計算書の「当期利益」

とは異なり、損益を表すものではありませんが、一般財源の増加した分（15,403百

万円）、次世代へ引き継ぐ行政経営資源が増加したことを意味しています。

　さて、バランスシートでは、社会資本整備の多くが国庫支出金でまかなわれている

ことがわかりました。一方、行政コスト計算書では行政コストの多くが一般財源でま

かなわれていることやコストに占める人件費の割合が高いことがわかりました。

　このように、バランスシートと行政コスト計算書という異なる視点を持つ財務諸表

を通して県の財政状況の理解が深まるものと考えています。



行政コスト計算書作成方法

今回、行政コスト計算書を作成するに当たっては、総務省が示した「地方公共団体の

　総合的な財政分析に関する調査研究会報告書」による作成方法に則っております。

（１）作成に用いた基礎数値 

　　平成１２年度の「地方財政状況調査表」（総務省が毎年度実施している決算に係

　る指定統計調査）を基本データとして作成する。

（２）対象会計範囲 

　　普通会計（一般会計と公営事業会計以外の特別会計を純計したもの）を対象とす 

　る。

（３）対象期間 

　　平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日

　　ただし、出納整理期間（平成１３年４月１日～５月３１日）を含む。

（４）個別説明

【コストの部】

　　行政コスト計算書におけるコストとは、当該年度の県民に提供した行政サービス

　に要した費用のうち、資産形成や負債の増減につながる支出を除いた現金支出に減

　価償却額、不納欠損額、退職給与引当金といった非現金支出を加えたものです。

　たとえば、道路の建設費のように資産の形成のために支出された現金や公債費の元

　金償還分のように負債の返済のために支出された現金についてはバランスシートで

　経理されるため、行政コスト計算書では計上しません。

　　行政コスト計算書のコストとは、支出のうち「消費された費用」と表現すること

　が出来ます。

　　なお、非現金支出はバランスシート上の増減をともないますがコストとして扱い

　ます。たとえば、減価償却により減価償却資産は減少します、この価値の減少が消

　費された費用と認識できるからです。

①人にかかるコスト

　　人にかかるコストは、行政サービスの担い手である職員に要するものであり、人

　件費と退職給与引当金繰入等に区分しています。通常、人件費とは、給与や各種手

　当等と退職金を合わせたものですが、退職金は、その支払いの本質が「給与の後払

　い」であることから、バランスシートにおける負債に該当するものです。このため、

　行政コスト計算書における人件費には退職金が除かれています。

　　また、退職手当は職員の勤続期間の各年度に給与の支払いとともに発生しており、

　実際の支払額自体は負債の解消になりますが、現に在籍している者に係る新たな退

　職手当の発生額は毎年度のコストとなります。このコストを退職給与引当金繰入等

　として整理しています。

②物にかかるコスト



　　物にかかるコストは、物件費、維持補修費といった地方公共団体が最終消費者と

　なっている経費や、非現金支出である減価償却費から成ります。

　　物件費とは旅費や委託料、及び消耗品費や印刷製本費といった需用費などです。

　　維持補修費は施設を維持するため、支出された経費です。

　　減価償却費とは、建物や構築物からなる社会資本におけるサービスの提供や時間

　の経過とともに生じる消耗額のことです。こうした資産の使用により行政サービス

　を行っていることから、消耗額（減価償却費）をコストと見なします。

③移転支出的なコスト

　　移転支出的なコストとは、沖縄県が行政活動を行う中で、市町村などの他の団体

　に対して支出した額であります。

　　扶助費とは、社会保障制度の一環として生活困窮者の最低限の生活維持を図る目

　的で支出される経費です。

　　補助費等とは、市町村などに対しての負担金や補助交付金、報償費（講演会等の

　講師への謝礼金など）です。

　　繰出金は、普通会計から普通会計以外の特別会計に対して繰り出した額です。

　　普通建設事業費は、沖縄県の外に資産が形成される場合の他団体への補助金、負

　担金のことを言います。

④その他のコスト

 　  災害復旧事業費は、災害によって被害を受けた施設等を復旧するための経費です。

　　公債費は、元金に係る部分については、バランスシートの方で整理しており、地

　方債の利子分のみを計上しております。

　　不納欠損処分とは、既に調定された歳入が徴収し得なくなった場合の処理であり、

　地方公共団体が債務者の負担分を賄ったものと考えられるため不納欠損額をコスト

　と見なします。

【収入の部】

　　普通会計における決算額から有形固定資産形成や投資及び出資金などのバランス

　シート上の資産形成に係る財源（国庫補助金など）を控除した額を計上します。

①使用料・手数料等

　　バランスシート上で経理されない「分担金及び負担金」、「使用料」、「手数料」　

　「財産収入」、「寄付金」、「繰入金」、「諸収入」について現年調定額を計上し

　ています。

②国庫支出金

　　普通建設事業費のうち沖縄県で資産形成されるものや、基金への積立金、公債費、

　投資及び出資金といったバランスシート上で経理される資産形成に資する国庫支出

　金以外の支出金を計上しています。

③一般財源

　　「地方税」、「地方譲与税」、「地方特例交付金」、「地方交付税」、「交通安

　全対策特別交付金」の現年調定額を計上しています。

【正味資産国庫支出金償却額】



　　資産の減価償却に伴い償却するバランスシートの正味資産に計上した国庫支出金

　の償却額を計上します。一般財源の増減額等の把握のため、この償却額を行政コス

　ト計算書上は収入側のプラス項目としています。

【一般財源増減額】

　　行政コスト計算書における一般財源増減額は、企業会計の損益計算書の「当期利

　益」という意味で損益を表すものではありません。

　　一般財源増減額は、「収入－行政コスト＋正味資産国庫支出金償却額」で求めま

　すが、バランスシートの正味資産の部一般財源等の対前年度増減額と一致します。

　　この増減額がプラスの場合は、期末の一般財源等が増えますので次年度へ引き継

　ぐ行政経営資源が増加したことを意味し、逆にマイナスの場合はこれまで引き継い

　できた行政経営資源を減少させたことを意味します。


